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大学共同利用機関法人高エネルギー加速器研究機構 

共同研究規程

平成１６年４月１９日 

規 程 第 9 3 号 

改正 平成１８年３月２７日規程第２８号 

改正 平成１９年３月２９日規程第２４号 

改正 平成２１年３月３１日規程第９３号 

改正 平成２５年２月１８日規程第  ５号 

改正 平成２８年１月１３日規程第 １号 

改正 令和２年１０月２７日規程第４２号 

改正 令和 ４年３月２８日規程第３６号 

（目的） 

第１条 この規程は、大学共同利用機関法人高エネルギー加速器研究機構（以下「機構」という。）

が企業又はその他の団体等（以下「企業等」という。）と共同で行う研究（以下「共同研究」

という。）に関する必要な事項を定めることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この規程において「知的財産権」とは、大学共同利用機関法人高エネルギー加速器研究

機構知的財産取扱規程（平成１６年規程第１６号）第２条に規定する権利、著作権法（昭和４

５年法律第４８号）に規定する著作権及び外国における前記の権利に相当する権利並びにその

他一切の知的財産権をいう。 

２ この規程において知的財産権の「実施」とは、特許法（昭和３４年法律第１２１号）第２条

第３項に定める行為、実用新案法（昭和３４年法律第１２３号）第２条第３項に定める行為、

意匠法（昭和３４年法律第１２５号）第２条第３項に定める行為、商標法（昭和３４年法律第

１２７号）第２条第３項に定める行為、半導体集積回路の回路配置に関する法律（昭和６０年

法律第４３号）第２条第３項に定める行為、種苗法（平成１０年法律第８３号）第２条第５項

に定める行為、著作権については著作権法第２１条から第２８条までに規定する全ての権利に基

づき著作権を利用する行為及びノウハウの使用をいう。 

３ この規程において「専用実施権等」とは、次に掲げるものをいう。 

(１)特許法に規定する専用実施権、実用新案法に規定する専用実施権、意匠法に規定する専用

実施権、商標法に規定する専用使用権

(２)半導体集積回路の回路配置に関する法律に規定する専用利用権

(３)種苗法に規定する専用利用権

(４)第１項に規定する権利の対象となるものについて独占的に実施をする権利

(５)プログラム等の著作権に係る著作物について独占的に実施をする権利

(６)第１項に規定する権利に係るノウハウについて独占的に実施をする権利
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（共同研究の種類） 

第３条 共同研究の種類は、次に掲げるとおりとする。 

(１)機構における共同研究 機構において、企業等から、研究者及び研究経費等を受け入れて、

機構の教員が当該企業等の研究者と共通の課題につき共同して行う研究。 

(２)機構及び企業等における共同研究 機構及び企業等において共通の課題について分担して

行う研究で、機構において、企業等から研究者及び研究経費等、又は研究経費等を受け入れ

るもの。 

 

（共同研究の申請） 

第４条 共同研究の実施を希望する企業等の長は、共同研究申請書を機構長に提出しなければな

らない。 

 

（共同研究の受入れの決定） 

第５条 機構長は、前条の共同研究申請書を受理したときは、大学共同利用機関法人高エネルギ

ー加速器研究機構研究費等受入審査会（以下「受入審査会」という。）に諮り、適当と認める

ときは、受入れを決定するものとする。ただし、第１０条で定める直接経費が１００万円未満

の共同研究については、受入審査会を省略できるものとする。 

 

（契約の締結） 

第６条 機構長は、前条により受入れを決定した共同研究の実施にあたり、別紙の共同研究契約

書を標準として、共同研究に関する契約（以下「共同研究契約」という。）を締結する。 

 

（研究者の受入れ） 

第７条 機構は、当該共同研究に参加する企業等の研究者を受け入れる場合は、共同研究員とし

て受け入れるものとする。 

 

（規程等の遵守） 

第８条 共同研究員は、機構の諸規程及び関係法令を遵守するとともに、安全の確保に努めなけ

ればならない。 

 

（共同研究員受入料） 

第９条 企業等は、別に定める共同研究員受入料（以下「受入料」という。）を納付しなければ

ならない。 

２ 既納の受入料は、これを返還しない。 

 

（共同研究に要する経費） 

第１０条 機構は、その施設･設備を共同研究の用に供するとともに、当該施設･設備の維持管理

に必要な経常経費を負担するものとする。 

２ 企業等は、共同研究遂行のため必要な謝金、旅費、研究支援者等の人件費、設備費等の直接

的な経費（以下「直接経費」という。）、当該研究遂行に関連して直接経費以外に必要となる経

費（以下「間接経費」という。）及び産学官連携の推進に要する経費（以下「産学官連携推進

経費」といい、間接経費と産学官連携推進経費を合わせて「間接経費等」という。）を負担す
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るものとする。 

３ 機構は、共同研究遂行上必要な場合には、予算の範囲内において、直接経費の一部を負担す

ることができるものとする。 

４ 企業等における研究に要する経費等は、企業等が負担するものとする。 

５ 間接経費の額は、直接経費の１５％に相当する額とする。 

６ 産学官連携推進経費の額は、直接経費の１５％に相当する額とする。 

７ 間接経費等の額が１０万円に満たない場合の間接経費等の額は一律１０万円とする。 

６ 既納の間接経費等は、これを返還しない。 

 

（研究経費等の納付） 

第１１条 受入料、直接経費及び間接経費等は、機構が発行する請求書に定める期限までに納付

するものとする。ただし、第２３条の規定により適用除外とされる場合は、この限りではない。 

 

（設備等の取扱い等） 

第１２条 共同研究に要する経費により、機構において取得した設備等は、機構に帰属し、企業

等において取得した設備等は、企業等に帰属するものとする。ただし、機構において取得した

設備等については、企業等と協議の上、当該企業等に譲渡することができるものとする。 

２ 機構は、共同研究の遂行上必要な場合には、企業等の所有する設備を受け入れることができ

るものとする。 

 

（共同研究の中止又は期間の延長） 

第１３条 機構長は、天災その他研究遂行上やむを得ない事由があると認めたときは、企業等の

長と協議の上、共同研究を中止し、又はその期間を延長することができるものとする。 

 

（研究の完了又は中止等に伴う研究経費等の取扱い） 

第１４条 共同研究を完了し、又は前条の規定により、共同研究を中止した場合において、納付

された直接経費の額に不用が生じた場合は、企業等の請求に基づき返還するものとする。  

２ 前条の規定により共同研究の期間を延長することにより直接経費に不足が生じる恐れがあ

る場合において機構長は企業等の長と協議の上、不足する直接経費を負担させるかどうかを決

定するものとする。追加して直接経費を負担させる場合、間接経費等も負担させるものとする。 

 

（完了の報告） 

第１５条 共同研究の担当者（以下「共同研究担当者」という。）は、当該共同研究が完了した

ときは、完了報告書を機構長に提出するものとする。 

 

（研究場所） 

第１６条 共同研究担当者は、機構において行う研究又は分担して行う研究のために必要な場合

には、企業等の施設において研究を行うことができるものとする。 

２ 前項の場合において、共同研究担当者が当該企業等の施設において研究を行う場合は、研究

用務のための出張として手続きをとるものとする。 
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（研究成果等の公表） 

第１７条 共同研究による研究成果は、原則として公表するものとする。ただし、公表の時期・

方法について、必要と認めるときは、企業等と協議の上、特許権等の取得の妨げにならない範

囲において、共同研究契約書等において適切に定めるものとする。 

２ 共同研究の実施状況等は、必要に応じ公表するものとする。 

 

（知的財産権の帰属） 

第１８条 共同研究において発生した発明等に係る知的財産権（以下「本知的財産権」という。）

は、機構と企業等双方の貢献度を踏まえて、双方が所有するものとする。ただし、共同研究の

結果、機構又は企業等の単独による発明等はそれぞれの所有とする。 

 

（出願等） 

第１９条 機構長及び企業等の長は、本知的財産権が生じた場合には、迅速に、相互に通報する

とともに、帰属の決定、出願事務等が迅速かつ円滑に行われるよう努めるものとする。 

２ 機構長又は企業等の長は、それぞれ単独で発生した本知的財産権に係る出願等を行おうとす

るときは、当該発明等を独自に行ったことについて、あらかじめ、それぞれ相手側の同意を得

るものとする。 

３ 機構長及び企業等の長は、共同で発生した本知的財産権に係る出願等を行おうとするときは、

持分等を定めた共同出願契約を締結の上、共同出願を行うものとする。ただし、企業等の長か

ら本知的財産権を承継した場合は、機構長が単独で出願を行うものとする。 

４ 機構長は、前項の共同出願契約を締結する場合は、迅速な対応に努めるとともに、機構及び

企業等の持分案を定めた上で、共同出願契約を締結するものとする。 

 

（実施） 

第２０条 機構長は、機構が承継した本知的財産権を企業等又は企業等の指定する者に限り、出

願したときから１０年を超えない範囲内において専用実施権を付与することができる。ただし、

この期間は必要に応じて更新することができる。 

２ 機構長は、企業等との共有に係る本知的財産権を企業等の指定する者又は企業等の同意を得

て機構長が指定する者に対し、出願したときから１０年を超えない範囲内において独占的に実

施させることができる。ただし、この期間は必要に応じて更新することができる。 

３ 機構長は、企業等又は企業等の指定する者が、機構が承継した本知的財産権又は共有に係る

本知的財産権を独占的に実施することができる期間において、機構長と企業等の長が協議して

定める期間を超えて、正当な理由なく実施しないときは、企業等又は企業等の指定する者の意

見を聴取の上、企業等、企業等の指定する者及び機構長の指定する者以外の者に対し、本知的

財産権の実施を許諾することができる。 

４ 前３項に定めるところにより、機構が承継した本知的財産権若しくは共有に係る本知的財産

権の実施を許諾したとき、又は、共有に係る本知的財産権を機構と共有する企業等が実施する

ときは、別に実施契約で定める実施料を徴収するものとする。 

 

（契約の解除等） 

第２１条 企業等が受入料、直接経費及び間接経費等を所定の支払い期限までに支払わないとき

は、共同研究契約を解除できるものとする。 
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（秘密の保持） 

第２２条 機構長及び企業等の長は、共同研究契約の締結に当たっては、相手方より提供又は開

示を受け、若しくは知り得た情報について、あらかじめ協議の上、非公開とすることができる

ものとする。 

（適用除外） 

第２３条 次の各号のいずれかに該当するときは、この規程の一部を共同研究又は共同研究員等

に対して適用しないことができる。 

(１)政府関係機関、特殊法人、地方公共団体、独立行政法人、国立大学法人又は大学共同利用

機関法人との共同研究である場合。

(２)その他、特別な事情がある場合。

（雑則） 

第２４条 この規程に定めるもののほか、共同研究の取扱いに関し必要な事項は、別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規程は、平成１６年４月１９日から施行し、平成１６年４月１日から適用する。 

（権利義務の承継等） 

２ 平成１５年度以前から実施している共同研究契約における権利及び義務については、大学共

同利用機関法人高エネルギー加速器研究機構が承継する。 

附 則（平成１８年３月２７日規程第２８号） 

この規程は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則（平成１９年３月２９日規程第２４号） 

この規程は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則（平成２１年３月３１日規程第９３号） 

この規程は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則（平成２５年２月１８日規程第５号） 

この規程は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年１月１３日規程第１号） 

この規程は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年１０月２７日規程第４２号） 

この規程は、令和３年４月１日から施行する。 
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附 則（令和４年３月２８日規程第３６号） 

この規程は、令和４年４月１日から施行する。 




